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１ 序

～魅力あふれるまち～

市民文化の成熟にはまた，まちづくりを主体的に担っていく
ようなひとづくりが不可欠であり，とりわけ子育てや教育の役
割が大きい。また，生涯にわたって，みずからを磨き，高める
機会に恵まれていることも必要である。ここで大切なのは，京
都市民が時間をかけて培ってきたいくつかの卓越した能力を改
めて思い起こし，次の時代に向けてさらに磨き上げていくこと
である。それは，たとえば，本物を見抜く批評眼（「めきき」
の文化）であり，ものづくりの精密な技巧（「たくみ」の文
化）であり，冒険的な精神（「こころみ」の文化）であり，創
造的な学習・研究への意欲（「きわめ」の文化）であり，来訪
者を温かく迎える心（「もてなし」の文化）であり，節度のあ
る生活態度（「しまつ」の文化）である。

１－１ 京都市基本構想における関連記述
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１－２ 現行京都市基本計画に掲げた政策

～生涯にわたってみずからを磨き高める～

京都は神社仏閣，大学・研究機関，匠（たくみ）の技や伝統文
化・伝統芸能など豊富な学習資源に恵まれており，この特性を生
かし，市民はもとより国内外の生涯学習ニーズにもこたえる創造
的な学びの機会・場・しくみづくりを進める。

また，地蔵盆をはじめ京都ならではの行催事の活用などにより，
地域のなかで世代を越えてともに楽しみながら学び，学習の成果
を分かち合い，学習の輪を広げる。
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１－３ これまでの主な取組

② 学校休業日に，まち全体で子どもたちに多様な学習の場を提供する「みやこ
子ども土曜塾」を推進

① 「大人として子どもたちのために何ができるか」を考えて行動する「人づく
り２１世紀委員会」の活動（Ｈ２１現在１０１団体が加盟）

人づくり２１世紀委員会人づくり２１世紀委員会

平成１０年度～

■みやこ子ども土曜塾■みやこ子ども土曜塾

平成１６年度～

▲お囃子体験

▲中学生とのふれあいトーク
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④ 学校の余裕教室を改修・整備する「学校ふれあいサロン事業」など，学校を
拠点とした生涯学習の推進と地域コミュニティの活性化

③ 保育・教育・医療・福祉の専門家が子育てをバックアップ。約７００名の市
民ボランティアと共に運営する子育て支援総合センター「こどもみらい館」

子育て支援総合センター「こどもみらい館」子育て支援総合センター「こどもみらい館」

平成１１年度～

学校を拠点とした生涯学習の推進学校を拠点とした生涯学習の推進

▲元気ランド
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⑥ 市立図書館全館の図書情報のネットワーク化やインターネットでの貸出予約
など図書館サービスを向上

⑤ 京都精華大学との連携により，元龍池小学校を活用し「京都国際マンガ
ミュージアム」を開設

京都国際マンガミュージアム京都国際マンガミュージアム

平成１８年度～

市立図書館サービス向上市立図書館サービス向上

▲マンガの壁

▲右京中央図書館「電子メディアゾーン」
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◆京都未来まちづくりプランに掲載の関連事業

・子どもを共に育む親支援プログラムの策定・実践

・ＯＫ企業認定システムの推進

・放課後まなび教室の推進

・図書館返却ポストの地下鉄駅等への設置

・学校図書館と地域図書館の連携

・デジタルミュージアムの民間との共同による開設

・「まちかど博物館」等の設置拡大

・博物館ふれあいボランティア養成講座

・第９回国際マンガサミット京都大会の開催とマンガを活用した情報
発信

・源氏物語千年紀記念「古典文化継承事業」

・京都ならではの芸術系大学コンソーシアムの設立・展開

・市立芸術大学サテライト施設の運営

・音楽高校ルネサンス事業（京都市立音楽高等学校移転整備事業）

・「子どもを共に育む京都市民憲章」を推進する条例の制定

・「京都市子ども読書活動推進計画」次期計画の策定

・京 環境・科学センター基本構想の策定
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２ 次期京都市基本計画策定に向けた論点

論点１ 現状と課題論点１ 現状と課題
◇ 活かすべきチャンス（追い風）は？放置できない問題（向かい風）は？
◇ 活用できる資源（強み）は？克服すべきもの（課題）は？

論点２ 政策の基本方向論点２ 政策の基本方向
◇ 今後10年間の基本的考え，価値観は？

論点３ 市民と行政の役割分担と共汗論点３ 市民と行政の役割分担と共汗
◇ 政策の推進に当たって市民や行政が行うべきことは？

論点４ 10年後に目指すべき姿論点４ 10年後に目指すべき姿
◇ 10年後のあるべき姿やそれが達成された状況を測る指標・目標

値は？
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２－１

論点１ 現状と課題論点１ 現状と課題

◇ 活かすべきチャンス（追い風）は？放置できない問題（向かい風）は？

◇ 活用できる資源（強み）は？克服すべきもの（課題）は？
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＜現状分析＞
活かすべきチャンス（機会） 放置できない問題（脅威）

【学習資源の充実】

○大学，博物館，文化財，伝統産業から先端企業な

どが集積する京都の都市特性

○ＮＰＯやボランティア団体など民間の生涯学習関

係団体による多様な学習機会

【人の繋がり】

○学校を拠点とした地域活動

○ＰＴＡが主体となった様々な取組の広がり

○おやじの会の充実・拡大

○人づくり２１世紀委員会の活動

○女性会をはじめとする地域諸団体の活動

○多くの市民ボランティア活動

【物質文明の行き詰まり】

○新たな現代的課題（環境問題，インターネット・

携帯電話の弊害，メディア依存など）

○実体験を伴わないバーチャルな世界の氾濫

○自然や生命を大切にする心・精神文化の希薄化

○社会全体のモラルの低下

○夜型生活への移行，生活リズムの乱れ

【家庭の危機】

○子育ての不安感や負担感の増大，子育ての孤立化

の進行

○子どもに対する虐待

【地域力の低下】

○地域コミュニティの希薄化
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活用できる資源（強み） 克服すべきもの（弱み）

【意識の高まり】

○「子どもを共に育む京都市民憲章」の制定

【学習機会の充実】

○「みやこ子ども土曜塾」の充実

○全小学校での「放課後まなび教室」実施

○「歴史都市・京都から学ぶジュニア日本文化検

定」の定着

○京都国際マンガミュージアム，学校歴史博物館，

図書館やアスニー等における学びの機会の増加

○民間の生涯学習関係団体の増加

○図書館のインターネットでの貸出予約

○京都市内博物館施設連絡協議会加盟施設の増加

○「子どもを共に育む親支援プログラム」の策定・

実践

【生涯学習の充実】

○市民の多様な学習需要の適切な把握と，それに応
じた学習機会の提供

○情報通信技術を活用した学習機会の充実

○より多くの市民の生涯学習の場への参加促進

【社会全体での取組】

○親に対する子育て支援（親支援）の充実

○父親の子育て参加に向けた企業等での取組

○仕事と生活の調和（ワークライフバランス）

○産・学・官・市民の役割分担の明確化と協働

○生涯学習を通じた地域コミュニティの活性化

○若者の社会参加
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論点２ 政策の基本方向論点２ 政策の基本方向

＜第１回部会での意見＞
・ 自分で道を切り拓く，夢のあるひとづくり

◇ 今後10年間の基本的考え，価値観は？

２－２
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＜現在の方向性＞

○共に学び，共に汗して進める生涯学習のまちづくりの推
進

～「グッとくる」まち 京都をつくろう～

・まち全体が学びの場～京都ならではの「地域力」～

・学びの還元～京都ならではの「人間力」を結集
・次世代育成～子どもを共に育む機運の向上～
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２－３

論点３ 市民と行政の役割分担と共汗論点３ 市民と行政の役割分担と共汗

◇ 政策の推進に当たって市民や行政が行うべきことは？

＜第１回部会での意見＞

・ 子ども世代が自然に地域に入れる土台づくり
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＜市民と行政の共汗事例＞
＜本市の事例＞

▲１５周年シンポジウム「未来につなぐ京都のこころ」 ▲総会で生涯学習推進者を表彰

■京都市生涯学習市民フォーラム

市内の生涯学習に関わる多様な諸団体等からなるネットワーク組織「京都
市生涯学習市民フォーラム」を平成６年１月に設置。（現在１７２団体が加
盟，会長は堀場雅夫 堀場製作所最高顧問）

京都市生涯学習行政推進会議との連携・協力の下に，市民の持つ活力と英
知を結集して，市民感覚に根差した生涯学習のまちづくりを推進。

一般市民の参加の下での講演会やシンポジウムの開催や，インターネット
「京まなびネット」での講座情報等の発信など，様々な取組を展開。
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■博物館ふれあいボランティア～共汗サポータ～の養成

京都市内博物館施設連絡協議会との共催で，市内の数ある博物館や美術館
において，展示物の説明や監視など，博物館の業務をサポートしながら，博
物館施設を自らの学びの場として活動するボランティアを養成。

▲養成講座 ▲博物館での活動
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２－４

論点４ 10年後に目指すべき姿論点４ 10年後に目指すべき姿

◇ 10年後のあるべき姿やそれが達成された状態を測る指標・目標値は？

指標とは・・・
○ １０年後の京都の姿を市民と行政が共有するための目じるし
○ 市民と行政が共に目指す京都の姿を，言葉や数値で表すもの
○ 目標値は，数値で表した指標の１０年後に目指すべき水準
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◆「京都未来まちづくりプラン」で用いている指標

事業名 共汗指標 目標値 

子どもを共に育む親支援プログラ

ムの策定・実践 

プログラムの活用数（プログラムを活

用した事業数） 

３００回

（２３年度）

OK 企業認定システムの推進 OK 企業認定企業数 
１０００社

（２３年度）

放課後まなび教室の推進 放課後まなび教室実施校区の割合 
１００％

（２１年度）

図書館返却ポストの地下鉄駅等へ

の設置 
図書館返却ポストの設置箇所数 

２箇所

（２１年度）

学校図書館と地域図書館の連携 学校等への団体貸出冊数 
２０，０００冊

（２３年度）

まちかど博物館等の設置拡大 博物館数 
２００館

（２３年度）

博物館ふれあいボランティア養成

講座 
博物館ふれあいボランティア人数 

３００人

（２３年度）

源氏物語千年紀記念「古典文化継

承事業」 
古典の日記念事業参加者数（年間） 

３００人

（２３年度）

京都ならではの芸術系大学コンソ

ーシアムの設立・展開 

連携事業等の取組数（各機関が連携し

て行った事業数） 

２件

（２３年度）

「京都市子ども読書活動推進計

画」次期計画の策定 

１年間に１００冊以上本を読んだ子

どもの人数 

２０，０００人

（２３年度）

 

＜主な指標例＞
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◆政策評価で用いている指標

指標 現況値（20年度）

博物館ボランティア年間活動回数 ４，３９１回

京都アスニー・アスニー山科施設入館者数 ６６６，４７４人

学校歴史博物館入館者数 ２０，１１１人

京都市内博物館施設連絡協議会加盟博物館施設及び団体 199団体

夜間開館している図書館数 20

図書館入館者数 4，085，513人

図書貸出冊数 7，170，401冊

青少年科学センター利用者数 １５４．３３４人

窓口予約及びインターネット予約の申込冊数 １，１４３，４5６冊

コミュニティプラザ施設利用者数 １３１，４０８人

ふれあいサロン施設利用者数 323，776人

生涯学習コーディネーター委嘱者数 317人
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◆１万２千人市民アンケート（※）で提案のあった指標

※１万２千人市民アンケート…次期京都市基本計画の策定に当たって実施したアンケート調査（20年度）

指標

50才以上の就学率

高齢者の大学就学率

市民1人当たりの教育施設の割合

身近な図書館（室）の数

生涯学習講座数

生涯学習講座数（利用率）

大学の開かれた講座数

大学夏期講習参加人員

誰でも参加できる講演会などの回数

知的水準

図書館数
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機会◆客観データ

大学，博物館，文化財，伝統産業から先端企業などが集積する京都の都市特性

人口10万人当たり国宝・重要文化財数（H19年度末）
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（総数）
人口10万人当たり博物館施設数（H19年度末）
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（総数）

○大学数が政令市で最多 ○人口当りの大学学生数が政令市で最多

人口１万人当たり大学学生数（H19）
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（総数）市内大学数（H19）
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（総数）

○人口当りの博物館数が政令市で最多 ○人口当りの国宝・重要文化財が政令市で最多

３－１ 現状分析関連データ
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機会◆客観データ

ＮＰＯやボランティア団体など民間の生涯学習関係団体による多様な学習機会

〇京都市教育委員会後援名義使用許可数（平成２０年度・生涯学習関係）

主 催 者 件 数

各種教育機関 １７０件

生涯学習関係団体・NPO法人等 ８７件

民間企業 ２０件

報道機関 ９件

自治体・国等 ２０件

実行委員会 ５３件

計 ３５９件
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機会◆客観データ

学校を拠点とした地域活動

※学校の余裕教室等を生涯学習活動に利用できる施設に改修・整備し，地域の
身近な生涯学習の場として地域住民に開放

〇学校開放施設（コミュニティプラザ・ふれあいサロン）利用状況

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

使用者数 460,677人 473,810人 445,861人 455,184人

利用回数 22,876回 22,175回 20,443回 21,048回
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機会◆客観データ

ＰＴＡが主体となった様々な取組の広がり

〇主な取組
・市Ｐ連人権啓発活動

憲法月間街頭啓発パレード，人権月間街頭啓発活動
・京都市ＰＴＡフェスティバル
・京都市ＰＴＡ連絡協議会研修会
・京都市教育委員会との懇談会
・京都市ＰＴＡしんぶんの発行
・メール発信機能を持つＰＴＡホームページ
・メディアによる悪影響から子どもたちを守るための取組

携帯電話のフィルタリング義務化の署名運動
ノーテレビ・ノーゲームデーの取組

・第６０回日本ＰＴＡ全国研究大会京都大会開催（２４年８月）
・各種審議会等への参画

〇活動実績等

１８年度 １９年度 ２０年度

PTAホームページメール配信登録件数 13,500件 17,415件 24,831件

研修事業参加者数 8,940人 9,015人 9,020人

PTAフェスティバル参加者数 23,000人 20,000人 23,000人
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機会◆客観データ

おやじの会の充実・拡大

〇実施校・園数（平成２０年度実績）

総数
内 訳

小学校
中学校 支援学校 幼稚園

１７８ １５４ １２ ３ ９

〇活動例
・親子体験活動…料理教室，木工教室，陶芸教室，科学教室，学校キャンプ，スポーツ

大会，校内美化，ビオトープ作り，救急救命講習
・話し合い活動…おやじの座談会，家庭教育に関する講演会，子育てふれあいトーク他
・地域での活動…子どもの見守り活動，夜間パトロール，野外体験活動，地域ボラン

ティア，地域のまつり等への参画

〇京都「おやじの会」連絡会による全市的な取組実績
・おやじEXPOの開催

・「早く帰ろう！デー」の推進
・「おはよう・おやすみ・いただきます」キャンペーンの実施
・「ＯＫ企業」認定制度の創設
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機会◆客観データ

人づくり２１世紀委員会の活動



27

機会◆客観データ

女性会をはじめとする地域諸団体の活動

資料：「京都市地域コミュニティ活性化に関する懇話会」
第１回配布資料
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機会◆客観データ

女性会をはじめとする地域諸団体の活動

〇地域の団体等一覧

資料：「京都市地域コミュニティ活性化に関する懇話会」第１回配布資料
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機会◆客観データ

多くの市民ボランティア活動

〇教育委員会所管の市民ボランティア

・市立学校芝生化維持・管理ボランティア
・児童・生徒及び保護者に対する通訳ボランティア
・日本語を母語としない児童・生徒に対する日本語指導ボランティア
・学校運営協議会
・学校運営協議会が募集する子ども見守り隊
・学校支援地域本部事業
・学校支援ボランティア
・土曜学習
・学校図書館ボランティア
・学生ボランティア
・学校安全ボランティア
・「放課後まなび教室」学習サポーター・アドバイザー
・博物館ふれあいボランティア
・親と子のこころの電話相談員
・生涯学習コーディネーター
・子育てサポーター
・子どもを取り巻く緊急課題「語り部」（携帯電話市民インストラクター）
・京都市平安京創生館案内ボランティア
・こどもみらい館子育て支援ボランティア
・図書館ボランティア
・対面朗読ボランティア
・青少年科学センターボランティア
・スチューデントシティ・ファイナンスパーク学習ボランティア
・野外活動ボランティア
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脅威◆客観データ

新たな現代的学習課題（環境問題，インターネット・携帯電話の弊害，メ
ディア依存など）
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脅威◆客観データ

実体験を伴わないバーチャルな世界の氾濫

インターネットコンテンツ量の推移（JPドメイン対象）

平成10年2月 11年2月 12年2月 13年2月 14年2月 14年11月 16年2月
総データ量(ギガバイト(GB)) 306 1,025 2,214 3,979 5,001 10,150 13,609
総ファイル数(万ファイル) 1,890 5,822 9,626 15,260 17,388 27,421 29,173

【参考】
平成10年2月 11年2月 12年2月 13年2月 14年2月 14年11月 16年2月

サーバ数(台) 36,000 75,000 95,000 152,000 197,000 308,000 425,000
総ページ数(万ページ) 1,023 2,953 4,255 6,107 6,558 7,438 8,590

(出典）総務省情報通信政策研究所「WWWコンテンツ統計調査」

総務省「通信利用動向調査」（平成２０年）

資料：京都市「青少年意識行動調査」（平成１７年）
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脅威◆客観データ

自然や生命を大切にする心・精神文化の希薄化

資料：内閣府「青少年白書」（平成２１年度版）



33

脅威◆客観データ

○これからは心の豊かさか，まだ物の豊かさか

資料：内閣府「国民生活に関する世論調査」（平成20年6月）



34

脅威◆客観データ

社会全体のモラルの低下

資料：内閣府「安全・安心に関する特別世論調査」（平成１６年）

○人間関係が難しく
なった原因

○身の回りで増えたこと
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脅威◆客観データ

資料：京都市「青少年意識行
動調査」（平成１７年）

社会全体のモラルの低下

○未成年の行動について
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脅威◆客観データ

夜型生活への移行，生活リズムの乱れ

資料：総務省「社会生活基本調査」（平成１８年）

資料：内閣府「青少年白書」（平成２１年度版）

資料：府調査統計課「社会生活基本調査」集計
（平成１８年）
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脅威◆客観データ

子育ての不安感や負担感の増大，子育ての孤立化の進行

資料：市保健福祉局「京都市子育て支援に関する市民ニーズ調査」（平成２０年）
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脅威◆客観データ

子どもに対する虐待
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脅威◆客観データ

地域コミュニティの希薄化

〇近所付き合いの程度の推移

資料：内閣府「平成１９年度版国民生活白書」

資料：内閣府「平成１９年度版国民生活白書」
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強み◆客観データ

「子どもを共に育む京都市民憲章」の制定
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「みやこ子ども土曜塾」の充実

◆客観データ 強み

〇企画数・参加数

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

企 画 数 3,000企画 3,700企画 4,300企画 5,000企画

参加人数 65,000人 68,000人 82,000人 100,000人

＜事業概要＞

・土曜日等の学校休業日において，企業・大学・博物館・ＮＰＯ法人等
の市民ボランティアが子ども向け又は親子向けの学習活動や体験活動等
を企画・実施することを促進する。

・企画された体験活動等を，「みやこ子ども土曜塾」として情報誌
「GoGo土曜塾」（年9回，各号13万部発行）に掲載し，市内小中学生及

びその保護者等に配布するとともに，ホームページにより情報発信する。

⇒土曜日等の学校休業日において，子どもたちの豊かな学びと育ちの場
が，まち全体で市民ぐるみで創出されることを促進。



42

◆客観データ

全小学校での「放課後まなび教室」実施

＜事業概要＞

・放課後に，学校施設を活用し，地域・ＰＴＡや学校運営協議会，学生等
の参画を得ながら，宿題や読書，予習・復習などによる児童の学習の習
慣づけと，安心・安全な居場所の充実を図る。平成２１年度からは，全
小学校区で全児童を対象として実施予定。

⇒国において創設された「放課後子どもプラン」のうち，文部科学省所管
の「放課後子ども教室推進事業」の本市版として「放課後まなび教室」
を平成１９年度から実施。子どもたちの「自主的な学びの場」と「安心
・安全な居場所」を提供し，放課後の居場所を充実するとともに，児童
館・学童クラブ事業との事業連携・融合を図り，全市的な観点からの放
課後対策を推進。

１９年度 ２０年度 ２１年度（見込
み）

実施校区 ５０校区
（約２８％）

１１５校区
（約６４％）

１７９校区
（１００％）

登録児童数 １０３２人 ３０４１人 ９５００人

登録スタッフ数 ７２０人 １４０８人 ２２００人

〇実施状況

強み
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◆客観データ

「歴史都市・京都から学ぶジュニア日本文化検定」の定着

基礎コース 発展コース 名人コース 名人・大使発表

時 期 2１年10月19日～11月8日 22年1月～2月 22年6月～7月

市立小５年生 学校受検，無料 ・発展コースの
受検者のみ受
検可

・通信検定

・無料

・レポート選考によ
り優秀者を「名
人」に認定

・名人の中から
「ジュニア京都観
光大使」を任命

市立小６年生 学校受検，無料

団体（私学等） 団体受検，有料（＠525円）

個人（他府県含
む）

通信検定，有料（＠630円）

〇平成２１年度実施概要

〇平成２１年度実施結果

基礎コース 発展コース 名人コース

市立校：小学5年生10,910名

私学等：団体受検1校17名

個 人：通信検定7名

市立校：小学6年生11,314名

私学等：団体受検1校3名

個 人：通信検定8名

応募者463名

名人230名

強み
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◆客観データ

京都国際マンガミュージアム，学校歴史博物館，図書館やアスニー等におけ
る学びの機会の増加

〇京都国際マンガミュージアム（H18.11開館）
京都市と京都精華大学の共同事業として，閉校され

た元龍池小学校の跡地を活用し，我が国初のマンガ文
化の総合拠点として整備・開館。研究機能，博物館・
図書館機能，生涯学習機能，新産業創出，人材育成機
能等を有する

〇右京中央図書館（H20.6開館）
「ＩＴ化時代に対応した環境」と京都に関する多く

の資料・情報を収集し提供する「京都大百科辞典的図
書館機能」を備えた京都市で最大面積の図書館。

〇古典の日記念 京都市平安京創生館（H21.11リ
ニューアル）

古典の日を記念して，京都アスニー１階にある平安
京創生館の装いを新たにリニューアルオープン。平安
京を緻密に復元した模型などを展示

強み
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◆客観データ

民間の生涯学習関係団体の増加

〇市内の特定非営利活動法人
（NPO法人）の登録件数

市内の特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）
の登録件数
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384303
216

562
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Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 H18 H19 H20

（件）

【客観指標（準）】

資料：京都市政策評価（客観指標基礎データ）

〇京都市生涯学習市民
フォーラム加盟団体数

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

１４４団体 １４３団体 １５５団体 １７２団体

※市民感覚に根差した生涯学習のまちづくりを推進する
ことを目的とした市内の生涯学習に関わる多様な諸団
体等からなるネットワーク組織

強み
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◆客観データ

図書館のインターネットでの貸出予約

〇窓口予約及びインターネット予約の申込冊数

１８年度 １９年度 ２０年度

７１５,２４６冊 ８５１,７８３冊 １,１４３,４５６冊

※平成１８年１月から，インターネットによる予約サービスを開始。
※平成１９年１０月から，携帯電話によるインターネット予約の受付を

開始。新たに貸出延長・予約変更の受付も開始。
※平成２０年７月から，ＣＤ・ＤＶＤの予約を受付。

資料：京都市政策評価（客観指標基礎データ）

強み
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◆客観データ

京都市内博物館施設連絡協議会加盟施設の増加

※市内の博物館施設からなるネットワーク組織。

〇加盟施設数（賛助団体を含む）

１７年度末 １８年度末 １９年度末 ２０年度末

１７４館 １７８館 １８３館 １９６館

強み
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◆客観データ

「子どもを共に育む親支援プログラム」の策定・実践

１ プログラムの概要
対象：妊娠期から乳幼児期の親，さらに小・中学生の児童・生徒を持つ親
（１）「親育ち」学習プログラム（ワークショップ形式の講座）の策定・実践
（２）支援者の養成
（３）関係機関の連携による「京都市方式」の子育て支援システムの構築

２ プログラムの策定・実践に向けた組織体制
保健・福祉・教育の各分野の連携による「プロジェクト会議」を設置（平成２０年１０月）し，幅

広い観点から取組内容を検討
（１）全体統括部会：プログラム全体の概要と方向性を検討
（２）年代別部会：子どもの年齢期ごとに，妊娠期乳幼児期部会と，学童期思春期部会を設置し，プ

ログラムの内容を検討

３ スケジュール
○Ｈ２１年度 ①「親育ち」学習プログラムの検討・策定

②「親育ち」学習プログラムの試行実施

③リーフレットの作成
④既存の子育て支援施策の各分野の共有，新たなプログラムに向けた仕組みづくり

○Ｈ２２年度～①支援者養成研修の実施
②リーフレットの配布
③全市レベルでの取組の展開 等

強み

「子どもを共に育む京都市民憲章」の趣旨を踏まえ，親自身が「親」としての
心構えや必要な知識・技術等を子どもの発育・発達段階に応じて学べるとともに，
そうした「親の学び」を支援する者を養成する体系的システムを開発し，保育
所・幼稚園・学校さらに保健所・児童館等で展開できる仕組みを構築する。

趣旨
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弱み◆客観データ

市民の学習需要の適切な把握と，それに応じた学習機会の提供

〇 してみたい生涯学習の内容 ○生涯学習の機会についての要望

資料：内閣府「生涯学習に関する世論調査」（平成２０年）
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弱み◆客観データ

情報通信技術を活用した学習機会の充実

〇「インターネットの利用」行動者率

資料：内閣府「生涯学習に関する世論調査」（平成２０
年）

資料：市統計課「社会生活基本調査の独自集計」

○情報通信技術（IT）を活用した生涯学習の実施
状況と今後の動向



51

弱み◆客観データ

より多くの市民の生涯学習の場への参加促進

資料：内閣府「生涯学習に関する世論調査」（平成２０年）

〇生涯学習施設への入館者数の推移
１８年度 １９年度 ２０年度

京都市図書館（全館） 3,640,172人 3,648,401人 4,085,513人

京都アスニー（山科を含む） 643,360人 653,368人 666,474人

〇生涯学習に対する今後の意向 ○生涯学習をしていない理由
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弱み◆客観データ

親に対する子育て支援（親支援）の充実

〇子育てに関する悩みや不安

資料：市保健福祉局「京都市子育て支援に関する市民ニーズ調査」（平成２０年）

○子育てに関して，京都市・京都府・国
に期待すること
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弱み◆客観データ

父親の子育て参加に向けた企業等での取組

〇 父親が子育てにかかわりずらい理由

資料：市保健福祉局「京都市子育て支援に関する市民ニーズ調査」（平成２０年）
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弱み◆客観データ

仕事と生活の調和（ワークライフバランス）

〇仕事と生活の調和実現のため，国や京都市
に期待すること

資料：市保健福祉局「京都市結婚と出産に関する意識調査」
（平成２０年）

〇仕事と生活の調和実現のため，国や京
都市に期待すること
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弱み◆客観データ

産・学・官・市民の役割分担の明確化と協働

〇 生涯学習の振興方策

資料：内閣府「生涯学習に関する世論調査」
（平成２０年）
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弱み◆客観データ

生涯学習を通じた地域コミュニティの活性化

〇 世代を越えてともに学ぶ地域づくり

資料：資料：市総企局「京都市市民生活実感調査」（平成２１年）

〇 学区内の活動を進める上で必要なこと

資料：市市民参加フォーラム「地域活動等に関する
アンケート調査」（平成１９年）
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弱み◆客観データ

若者の社会参加

〇 学区内の活動の課題

資料：市民参加フォーラム「地域活動等に関するアンケート調査」（平成１９年）
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弱み◆客観データ

若者の社会参加

〇 フリータ数及び若年無業者数の推移
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弱み◆客観データ

資料：京都市「青少年意識行動調査」（平成１7年）

〇 青少年の社会活動参加について

若者の社会参加
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◆市民の声

京都の都市イメージとして，「子育て・教育を大切にする都市」であると思
う人の割合が減少 （1万2千人市民アンケート結果）

■　現在の京都の持つ都市のイメージ　　（「そう思う」と回答した人の比率）

26.0%

48.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て・教育を大切にする都市 Ｈ20

H9

＜平成２１年度＞
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30.0%
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6.9%

33.4%

28.8%

17.1%

8.4%

5.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

そう思う

どちらかというと
そう思う

どちらともいえない

どちらかというと
そう思わない

そうおもわない

無回答

40％ 52％

「学校と家庭・地域が一体となって子どもたちを見守っている」と思う人が
増加 （京都市市民生活実感調査の経年比較）
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◆市民の声
「ボランティア活動などで，子どもの社会性が高まっている」と思う人が増加
（京都市市民生活実感調査の経年比較）

＜平成２１年度＞
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「子どもたちに対して，時代に合った情報教育ができている」と思う人が増加
（京都市市民生活実感調査の経年比較）
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◆各区基本計画策定に当たって現時点で出された課題

南
区

・生涯学習活動の場として公共公益施設の利用の促進
・幅広い世代が共に学べる機会の充実

伏
見
区

・より気軽に参加でき，利用者のニーズにも合致した生涯学習の機会の提供や場づ
くりへの支援
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３－２ 主な分野別計画の概要
名称 京都市生涯学習新世紀プラン“新たな展開”

策定年月 2001（平成13）年度 2007（平成19）年３月見直し

計画期間・目標年次 2001（平成13）年度～2010（平成22）年度

趣旨 市民の生涯学習活動を支援するため，行政の取組を総合的・体系的に推進するとともに，様々
な生涯学習関係機関とのネットワークを核とした学習支援の新たな仕組みを提案，構築し，生涯
学習を飛躍的に発展させることを目的として「京都市生涯学習新世紀プラン」を策定した。（平
成１３年３月）

当計画の計画期間の中間点を迎え，計画の進捗状況の総括的な点検や評価を行い，計画策定後
に新たに生じた社会情勢に対応した生涯学習施策を推進するため，当計画の点検・見直しを行い
「京都市生涯学習新世紀プラン“新たな展開”」を策定した。（平成１９年３月）

主要施策と実施状況
等

○主要施策

「学びの成果が評価される社会の構築に向けた取組の推進」

市民一人ひとりが学んだ成果を適切に評価され，新たな活動への動機付けをするため，学
習成果の記録，顕彰・表彰制度を創設・推進する。

○実施状況

・京都市生涯学習パスポート「京まなびパスポート」の配布

平成１９年２月から個々人が学習目標を立てて学び，その学習成果を記録するための記録
帳として希望者に配布。（約15,000部配布済み）

・生涯学習実践者の表彰

「京まなびパスポート」を活用して，自らの生涯学習を進め，一定数の学びを修得した市
民に単位認定書を交付するとともに，優秀者には表彰状を授与している。

・生涯学習推進者の表彰

平成１８年度から，永年にわたり，市民の生涯学習の支援を通じて本市生涯学習の推進に貢献
した者を表彰している。毎年度，京都市生涯学習市民フォーラムの総会で表彰状を授与している。
（被表彰者数：173名）

ホームページ http://www.city.kyoto.lg.jp/kyoiku/page/0000020805.html
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名称 新・京都市子ども読書活動推進計画

策定年月 2009（平成21）年４月

計画期間・目標年次 2009（平成21）年度～2013(平成25)年

趣旨 平成１６年策定の「京都市子ども読書活動推進計画」の計画期間（平成１６～２０年
度）終了に伴い，新たな視点として「家庭読書の定着・習慣化」，「人生を豊かにする
本との出会いの機会の創出」，「学校図書館・京都市図書館等，読書環境の一層の整
備・充実」を掲げ，平成２１年４月に本計画を策定。

子どもの読書習慣の定着には，学校・家庭・地域の連携が不可欠であり，子どもの生涯
にわたる読書習慣の定着を目指して，関係機関との連携のもと，子どもの読書活動の推
進・環境整備に取り組む。

主要施策と実施状況
等

○親子で読書が好きになる，絵本・児童書への関心が高まるキャンペーン的取組の実施

・「ノーテレビ・ノーゲームデー」の実施

・新聞・雑誌も含めた「１日１冊運動」の実施

・「親子読書」「家庭読書」の実践に向けたＰＲ活動の展開

○読書ノートを活用した「めざせ１００冊！読書マラソン」運動の充実・推進

読書ノートを活用し，年間１００冊以上の本を読む子ども２０，０００人達成を目指
す。

○京都市図書館所蔵の図書の学校図書館への団体貸出しの一層の促進

学校における調べ学習や読書環境の整備に向けて，年間の団体貸出冊数４０，０００
冊を目指す。

○学校図書館の充実策の推進・検討

学校図書館への巡回指導・相談対応・助言を行う体制の検討や,学校図書館ボランティ
ア養成講座の実施などを行う。

ホームページ http://www.city.kyoto.lg.jp/kyoiku/page/0000061715.html
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３－３ 融合委員会ワークショップ結果

未来像 重点戦略

○子どもたちに社会的な役割を ・子どもたちに社会的な役割を与える
・観光案内，ごみ分別，掃除

○京人（みやこびと）が営む ・教育の充実，「京都人の育成」
・１０年後の京都を担う子どもたちの生活環境を考慮すべき

○京都＝修行ができる

自分が高められる

・修行者ネットワークの創設
・京都賞の創設・誘致


